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サンパウロ／パリ、2017年 2月 3 日 

 
第一回ブラジル企業の支払調査 2016 

 
支払振り、厳しい経済シナリオの影響を受ける 
 

 調査を受けた企業の 75%が取引先から支払い期日の延長の要求を受けている。 
 回答企業の 55%超に支払遅延の増加が見られた。 
 セクターを問わず、平均として、支払遅延は建設及び農業食品セクター（121

日間以上）を除いて最大 30日間 
 ブラジルでは掛け売りの取引は一般的な慣行となっている。ほぼすべての企

業（97%）がこの条件を取引先に提供しており、その主な理由として市場競争
力を上げるためだ。 

 

コファスの第一回ブラジル企業における支払動向の調査が 120 社を超える企業が回答し、現

在企業が厳しい状況に直面していることが明らかになった。2017 年は始まったばかりだが、

その GDP 予測は既に冷え込んでいる。経済活動は不況を抜け出す見通しではあるものの、GDP

成長はわずか 0.4%と見込まれている。 

 

 半分近い企業が取引先の財務状態の悪化により、支払経験の悪化を報告 

 

掛け売りの取引は、ブラジルでは一般的な慣行となっている。調査したほぼすべての企業

（97%）が、この条件を取引先に提供している。この取引方法を提示する理由としては、「市

場の競争」に打ち勝つために利用されていることが、驚くほど少ない数の回答企業が取引先

の「キャッシュフローの問題のため」を理由として挙げていることからもわかる。 

厳しい経済環境が支払振りに影を落としている。大多数の企業（58%）が、2014 年と比較して

2015 年の支払遅延の増加を報告している。46%の企業において支払経験が前年度比較で悪化し

ていたことが調査から明らかになったように、2016 年の結果はより分断されていた。大多数

の企業（79%）においては、平均遅延期間は 30 日を超えていない。調査を受けた企業の同じ

割合が 2016 年の状況は安定していたと報告したと同時に、少数の 8%の企業に改善がみられた。 

 

わずか 13%の企業が 5%を超える割合のリスク・エクスポージャー（遅延している債権に対し

て総売上高の割合）を有すると報告している。ほぼ 40%の企業が、この割合はその総売上高に

対して 0.5%から 2%である。 

 

57%の回答企業によれば、取引先が支払い期日の延長を要求する際に最も頻繁に示す理由が

「財務状態の悪化」で、これに続くのが「取引先ポートフォリオにおける高い延滞率」と

「取引先の経営的問題」だという。また、81%の企業が、その取引先の業績に影響を与えてい

る主なマクロ経済的要因として景気後退を挙げている。 

 

政治不安も高い状態にあり、短期的に鎮静化する可能性は低い。EPU の政治不安指数がこの認

識を裏付けている（下記表を参照。指数が高いほど悪い）。2014 年 3 月に始まった洗車作戦

から 2016年 12 月までの期間において、指数は 247ポイント上昇している。 

 



P R E S S  R E L E A S E  

 
ブラジル－EPU政治不安指数 

 

デフォルトの際の最も有効な手段 

 

圧倒的多数のブラジル企業（78%）が、不払いの解決に最も有効な手段は友好的な交渉である

と回答している。 

 

とはいえ、ブラジルで契約を履行することは簡単なことではない。2017 年のビジネス環境指

標によれば、不良債権を回収するのに平均で 731 日間の期間と債権価値の 20.7%の費用がかか

る。比較として、中南米地域における平均は、749 日間の期間と債権価値の 31.3%の費用であ

る。 

 

倒産に関しては、大多数の調査企業（58%）が前年度に破産法第 11 章の手続きを申請した取

引先の数の急増をみた。2015 年、2014 年比で 55%の上昇が報告されている。2016 年にはさら

に前年比 45%増が観測されている。第 11 章事案の増加を報告した企業のうち、53%の企業が支

払い期日の延長要求前に取引先の行動が変化したことを明確に示すことができなかった。こ

こ数年、第 11 章の手続きはブラジルでますます一般的になり、様々な規模やセクターの企業

に影響を及ぼしている。 

 

セクターを問わず支払遅延の経験 

 

分析されたセクターにわたって、支払遅延に悩む企業の平均シェアは 75%で、これらの遅延は

ほぼすべての業種において高い状態にあるように思われる。建設セクターと並んで情報通信

技術セクターが最も影響を受けており、全企業（100%）が取引先からの支払において問題を

報告している。意外なことに、最も影響を受けていないのが小売セクターであった（36.8%）。 

 

各セクター当たりの平均遅延日数は、概して最大 30 日である。121 日間を超える遅延を報告

したセグメントは、建設及び農業食品セクターであった。最後に、興味深いことに我々が調

査した企業の中で 150 日間を超えた遅延の事例は一つもない。 
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連絡先:  

ジョナタン・ペレズ -  Tel. 03 5402 6108  – jonathan.perez@coface.com 

 

コファスとは   

 

取引信用保険で世界有数の企業であるコファス・グループは、国内及び輸出取引において、取引先の債

務不履行のリスクからお客様を守る為のソリューションを、全世界の企業に提供しています。2015年に

は、4,200名のスタッフのサポートによって、コファス・グループは14億4900万ユーロの連結売上高を計

上しました。100か国における直接的及び間接的なプレゼンスによって、コファスは50,000を超える企業

の200ヵ国以上にまたがる取引をカバーしています。コファスでは、企業の決済動向に関する独自の知見

と、660名のアンダーライターと信用調査のエキスパートの専門知識に基づいた、160ヵ国に及ぶカント

リー・リスク評価を四半期毎に発表しています。 

 

www.coface.com 

コファスSAはユーロネクスト証券市場のA部にて上場しています。 

ISINコード：FR0010667147 /ティッカーシンボル: COFA 
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